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1　 まえが き

　電力系統に電子
・電気機器が接続 される場合，機器

の電源入力電流が正弦波 とならない 電源整流回路 ， 位

相制御回路，非線形負荷特性の部品等に よ り負荷電流

が ひずみ
， その 結果電源周波数 50Hz ／60　Hz の 高調

波電流が発生 し，また系統イン ピーダン ス に よ っ て高

調波電圧が生 じる．これが総 じて 「電源高調波」であ

る．電源負荷電流の ひずみ に より生 じる高調波で あり，

電源線上 に誘起され る又は重畳される高周波の 妨害と

は異にする．電源高調波は 「電源高調波ひずみ」 とも

称されるが ， 特に こ の 分野 におい て は単に 「高調波」

（英文名 ；harmonics ）と略 して呼称され ることが多い

（以後 ， 高調波 と記載する）．

　高調波の影響は機器 ・
設備 ・

系統に よ っ て異なるが，

調相設備の 電力 コ ン デ ン サ とその リア ク タや トラ ン ス

の加熱 ， 焼損， 異音の 発生，騨 卸機器の 誤動作，接続

機器の動作不良また寿命の 劣化等の 障害となる．こ れ

が高調波問題で ある．

　 高調波の発生は大電力機器か ら小電力機器に至る広

範囲の機器 ・設備 に起因する総合的なものである場合

が多い が ，
こ こ で は比較的小電力機器で ある家電

・
汎

用製品に よる高調波に注目して 紹介する．

2　 小電力機器による高調波問題 へ の特徴

　電力系統上の 高調波レ ベ ル の 総量は各種電力系統 に

生 じる高調波の 混合 になる の で 小電力機器か らの 高調

波の発生 を分けて 問題の 有無の 量を定め るこ とは困難

で あるが，高調波の発生へ の かかわ りを考慮する と次

の とお りである．

　大電力機器からの高調波電流の発生は
， 高調波成分

の基本波電流 に対する発生比率に基づ く個 々 の 機器の

特性によるが ， 小電力機器個 々 の発生比率と同
一

で あ

る場合を考慮すれば
， その値は小電力機器から発生す

る高調波電流 よ りも大 きい ．その 結果 ， 大電力機器の

場合は
一個 の 機器か らの高調波発生 レ ベ ル が電力系統

の高調波レベ ル総量へ の寄与の
一

つ にな っ てい る と考

え る こ とが出来る．

　
一

方 ， 家電 ・汎用製品の ような小電力機器の 場合は

負荷電流の基本波電流 自身カシ亅・ さ く，結果として小電

力機器の個 々 の機器か らの高調波電流発生 レベ ルは小

さい の で
一一一dpmの 機器か らの発生 レ ベ ル は問題には なら

な い ．しか し，家電 ・汎用製品の ように大量生産 され

る機器の場合は，機器へ の入力電流波形の似た機器が

同時に使用 され る機会があ り，個 々 の機器か らの 高調

波電流の 発生が 小さい とは い えそれが重畳 される可能

性があ り，結局総合的に大きな高調波電流の発生 とな

り問題が懸念され るわ けである．

3　 家電 ・汎用製品か らの 高調波問題発生の 要素

　上記の ように個 々 の 機器か らの高調波電流の 重畳が

問題 となるが ， これは各種機器の使用状況 ， 高調波電

流の位相の
一

致に よる重畳 と位相差に よ る キ ャ ン セ ル

効果等の 発生確率の 総合で ある．こ の こ とを考慮 しな

が ら次の 要素が考えられる．

1，機器の 入力電流波形が類似 して
， その結果高調波

　 電流波形の 位相に
一

致が見込まれ安定 して い る。

2．機器の 使用 mQde に
一

致が見込 まれる （同時使

　用性）．

3．同時使用機器の そ の地域における密度が 高い ．

4．個 々 の 機器の高調波成分の比率が 高い ．

（15） 15

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society Applied Electromagnetics and Mechanics

NII-Electronic Library Service



The Japan Society Applied Electromagnetics and Mechanics

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Sooiety 　Applied 　 Eleotromagnetios 　and 　 Meohanios

日本 AEM 学 会誌　Vol．10，　No ．1 （2002）

Table　l　 The 　state 　of 　deliberation　on 　harmonics　in　SC77A ．

（1）

（2）

（3）

（4）

WG 　1 （高調波 と他の 低周波妨害）

WG6 （低周波イミ ュ ニ テ イ）

WG8 （電源系統における電磁環境）

WG9 （電力品質測定法）

一
般低電圧電力系統の エ ミ ッ シ ョ ン ，この 電力系統の 高調波の

審議，

（入力電流 16A／相以下 と 16A −75A の 機器 を分けて審議）

TF （タス ク フ ォ
ース ）：TF2 ，　TF3 ，

　Coordination　Group ＆

（TF5c
〜5h

，
　Limit　Group），

TF5b
，
　TF6

全電力系統の イ ミ ュ ニ テ ィ試験法と推奨限度値

高調波の審議を含む．
一
般低電圧電力系統以外の電力系統一中圧 ，高圧 ，産業プラ ン ト

の 両立性 レベ ル及びエ ミ ッ シ ョ ン．

高調波の 審議を含む．

主 に フ ィ
ール ドにお ける基本的な測定法と測定器及び測定デ

ー

タの使用に関する推奨法

高調波の 審議 を含む．

　 モ ードが定ま らない の で機器 ・装置の変更 ・接続

　 の 自由度は低い 又は自由度がない ．

2．電力系統の ある点に お い て
， その系統に既に接続

　 され て い る機器 ・設備か らの高調波発生 レベ ル が
，

　 その 系統の 容量を考慮 して，低い と判明 して い る

　場合には，つ まりEMC の高調波両立性 レベ ル に

　余裕の ある電力系統の その 点に お い て は余裕 に応

　 じた高調波発生機器 ・設備が接続で きることにな

　 り，電力会社 ・電b当局の判断 ・許可を得てその

　 ような点に限 っ て接続する対処が 出来る．

3．誰の 許可や届け出 も必要で な く， 自由に電力系統

　 に接続 切 り離 しの 出来る機器 ・設備の場合 は，

　 それぞれ の機器 ・設備に お い て
， その設計段階か

　 ら高調波電流発生の 抑制対策を行 っ てお く．

　家電 ・汎用製品の場合 ， 現在は ， 特殊な場合を除い

て，上 記 （3）の対処法 と して機器 ・設備の 設計段階か

ら高調波電流の発生 の 抑制対策が行われてい る．

（各家庭へ の電源接続点における高調波対策も考えられ

るが ， 所要費用 との関係もあ り現在は行われてい ない ）

4．5　国際規格 IEC 　SC77A に お ける高調灘 卩制規格

　　 の具体的作成審議の状況

4．5．1　経過

＊ 家電製 品につ い ては既に IEC 　555 −2（1982）（1995

　年以降規格番号呼称の変更で IEC　60555−2）「家

　庭用機器及び同様の 電気機器に よ っ て 電力系統

に生 じる妨害 第 2 部 ：高調波」［改訂 1（1995），

改訂 2（1998），
改訂 3（1991）を含む］［1］に よ っ

て
， 同時使用性の高 い 照明機器及びテ レ ビ受信

機を中心に家電製品全般を対象に して 高調波発

生 を抑制するため の 高調波発生 限度値 と試験法

を含む規格を発行 したが，小型の電子機器の普

及に よ っ て
， 家庭用の み で なく事務所 ・商用で も

広 く使用される汎用製品が 噌加 し， 汎用製品に よ

る高調波問題の 発生が懸念されるよ うに な っ た．

＊ 1983 年 2 月の SC77A ニ
ー

ス 会議にお い て，高

　調波の 抑制に関 し全面的な見直しを始める こ とに

　な り，SC77A ／WG1 （高調波と低周波妨害）の

　 設立を準備する方向に進んだ．1986年に WG 　1

　委員の 参加募集と対象機器を広げた具体的な検

　討が開始され筆者 （坂下）も参加 した．こ れが現

　在存在する IEC 　61000−3−2 の規格作成の 開始

　 で ある．こ こ で入力電流 16A 迄の 汎用製品す

　べ てに女橡 が広げられ た ［3］　［4］．

＊ TC77 ／WG8 で審議 されて い た高調波発生 限度

　値 の基礎 となる 「両立性 レ ベ ル 」の規格 IEC

　1000−2−2 （後の IEC　61000−2−2）「一般低電圧

　電力系統に おける低電圧伝導妨害と信号搬送の た

　 め の両立性 レ ベ ル」が まとまり，1990 年に発行

　 された．その Table　1 に各次数毎の両立性レベ ル

　の値が定められて い る （Table　2参照 ）［2］【31【4】．

　総合電圧ひずみ 8％
，
例 えば第 5次の 両立性 レ

（17） 17
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ベ ル （電圧）は 6％で ある．対象の 高調波次数と

して 40 次迄考慮す る．

製品の 入力電流が正負ほ ぼ バ ラ ン ス して い る場

合は偶数高調波の発生は比較的小 さい の で奇数

時の 高調波の発生の抑制に注目される．また
， 3

相の 高調波電流の キ ャ ン セル効果が期待で きる

の で低次の 5 次の 高調波が多くの場合も っ とも

問題 となるが，これ らを考慮 して偶数次や 3次

の倍数の両立性レベ ル は低レ値 （小 さレ植 ）に設

定 される．

＊ 両立性 レ ベ ル の 設定を受けて，限度値や 詳細 な

　試験法の改訂など 9年間に亘る多 くの紆余 曲折

　 を経て 1995年に IEC 　61000−3−2 第 1版がま

　 とめ られた ［3〕［4】［5］．この結果，IEC 　60555 −2

　 を IEC 規格か ら削除 した．そ の 後，詳細 な改

　訂を改訂 1〈1997）と改訂 2（1998）として重ね，

　 現在次の 2 つ の IEC 　61000−3−2規格が有効 な

　規格 として存在 して い る ［6］［7］．

　
・IEC 　61000−3−2 第 2 版 （2000 −08）及びその

　第 2 版の改訂 1（2001
−08）を含む

　
・IEC　61000 −3−2 第 2．1版 （2001−10）

　 で ある．

Fig．　 1　　 Flow −chart 　 for　 the　 classification 　 of

equipment 　in　IEC 　61000−3−2　Ed ．1　and 　Ed．2．

」P

0．350

　 0

π13 n ／3

助

π／3

45 ．21EC 　61000 −3−2 第 2 版 （2000 −08）の 特徴

＊ 入力電流 16A ／相 まで の 機器で
， 単相／3 相電

　圧 220V ／380V ，
230V ／400V ，

240V ／415

　V
，
50Hz 又 は 60　Hz の電力系統に接続され る

　 機器 に適用する ．

＊ 前記 3 に記 した 「家電 ・汎用製品か らの 高調波

　 問題発生 の 要素」 を考慮して，機器を 4 分類す

　る ．分類の フ ロ ーチ ャ
ー トを Fig．1 に示す ．

　 ・同時使用性が は っ きりして い る 照明機器 に対

　 して は品目指定 して
， 独立の 分類 （Class　C）と

　 し，厳しい 高調波電流発生限度値を規定する．

・ポー
タブル機器は長 く使用 しない ことか ら，多

くの 同類の機器か らの 同時使用性が低い の で
一

つ の 分類 （Class　B）として緩和の高調波発生限

度値を適用する．

・小電力電子機器の電源回路 に多く使用 され て

い る コ ン デ ン サ入力整流回路は
， 類似の 入力電

流波形を持ち， 多くの機器の使用に伴 う高調波

π／2
ω 1→

Fig．2　　Envelope 　of　the　input　current 　to　define

the　
c‘

special 　wave 　shape
”

and 　to　classify 　equip −

ment 　as 　class 　D ．

電流の 重畳が懸念 され る．その ため 600W 以下

の小電力機器を対象 とし， しか も高調波 を大 き

く含む入力電流波形幅の狭い 入力電流 を有する

機器に対 し特別に厳 しい 限度値を適用する 分類

（Class　D ）とす る．入力電流幅 65度 を基準に

して 限度値 を定め る．また入力電流幅 60 度以

下 の機器 を Class　D の機器 と分類する．分類

の た め の波形判定用 の 図 を記載 して い る （Fig．2

参照）．

＊ 高調波電流測定用試験回路及び個別機器の 試験

　 法の例 を記載 してい る．

4．5．31EC 　61000 −3−2 第 2．1 版 （2001−10）の特徴

　こ の 規格は前記 4．52 の IEC 　 61000 −3−2 第 2 版

（2000 −08）の 改訂 1（2001−08）を含む版で ある．

　第 2 版 との 相違点 は，入力電流が変動す る機器 に

対する試験方法の 明確化 ，
またその 場合の 電力 ， 高調

波電流の測定結果の判定方法な どの明確化が 行われた．

18 （18）
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Table 　 2　 Compatibility　 levels　 for　 individual　 harmonic　 voltages 　 in　 low　 voltage 　 networks ［IEC

61000−2−2（1990）Table　1］．

Oddharmonics Odd 　harmonics Even 　harmonics

non −multiple 　of 　3 multiple 　of 　3

HarmonicHarmonicHarmonicHarmonicHarmonicHarmonic

order voltage order voltage order voltage

n ％ n ％ n ％

5 6 3 5 2 2

7 5 9 1．5 4 1

11 3．5 15 0．3 6 0．5

13 3 21 0．2 8 0．5

17 2 ＞ 21 0．2 10 0，5

19 1，5 12 0．2

23 1．5 ＞ 12 02

25 1．5

＞ 25 0．2＋ 0．5 × 25！n

こ れ に 関連 して ，Class　D の機器を分類する方法と し

て第 2 版迄に使用 された入力電流の 波形に よる判定を

避け，品目指定に して ， テ レ ビ受信機器とパ ーソ ナ ル

コ ン ピュ
ータとその モ ニ タに 限 っ た．この 結果機器の

分類の フ ロ ーチ ャ
ー トが変更され．た （Fig．3 ：参照 ）．

　本来 Class　D の ような 600　W 以下 の 小電力機器で

は高調波電流の重畳のみが問題である の で
， 入力電流

波形が変動する場合は重畳問題が生 じ1こ くい の で Class

D の 対象外で あるが
， 機器分類の解釈の

一
人歩きによ

り正 しい 解釈にな らない こ とを懸念して改訂に至 っ た

が 品目指定の方法は機器の展開 ・発展を自動的に フ ォ

ロ ーしない の で さらなる改訂がす ぐ必要 となる欠点を

含ん で い る．

　全体として高調波電流発生限度値の緩和方向の 内容

にな っ て い るが ， 両立性 レベ ル との関係の検討がなさ

れ て なく， またその他試験 法の不備があるため SC77A

日本 国内委員会で は案の段階か ら反対 し改善提案を提

出 して い るが，欧州 の EMC 指令 との 関係から即刻実

施するための緊急緩 和規格が 必要 とな り作成 され た背

景が ある．

4．5．4　1EC 　61000 −3−2 第 3 版の作成審議

　全面見直しの審議が 開始して い る．審議の 大要は次

の とお りである ［10］．

5

＊ 前記 3 に記 した 「家電 ・汎用製品か らの高調

　波問題発生の 要素」を基本として 「機器 ・設備

　における抑制」， 「電力系統 における抑制」 ， 「限

　度値の検討」及び 「これ らの 連携作業」を加え

　て審議を行 っ て い る．タス ク フ ォ
ース （TF ）を

　SC77A ／WG1 の 中に 8TF 設立 して 検討 して

　 い る，2002年 6 月頃第 1案を作成する予定で

　ある．

＊
一般低電圧電力系統の 公称 100V−120V に接続

　する機器を対象に した規格を同 じ規格の 中に含め

　 る こ とが出来るか どうか の審議を行う，日，米，

　加 を中心 とした TF を設立して検討 して い る．

日本にお ける家電 ・汎用品か ら発生する高調波抑

制 に関する取 り組み 【11］［12］［13］

＊ 1987 年 5 月に まとめた通産省資源 エ ネル ギ L

　庁長官の私的懇談会 「電力利用基盤強化懇談会」

　 にお い て商用電力系統の 「高調波環境目標 レベ

　ル」が定め られた （6．6kV 配電系 5％及び特高

　系 3％が妥当な値で ある と定め られた）．

＊ 1990 年に まとめた （社 ）電気共同研究会の高調

　 波対策専門委員会におい て高調波電流の発生量

　 の抑制目標として機器の 2000 年までの普及率，
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Fig．3　 Flow −chart 　for　determining 　conformity ．

需要予測などを考慮 して 1990年時点か ら，総

量で家電 ・汎用品は 25％抑制 ， 特定需要家 は

50％抑制する ことが示 された．

＊ 1990 年 9 月に （社）日本電気協会 に高調波専

　 門部会が設置され，家電 ・汎用品に対する高調

　波抑制ガイ ドライ ン の作成が進め られた，前記

　 の総量 25％抑制を考慮 し， また当時の GATT

　 Standard　Code に したが っ て国際規格との整

　 合を考えながらガイ ドラインが作成 された．

IEC　61000−3−2 第 1 版 （1995）の 案の段階か

ら IEC 規格に整 合して機器の 分類，発生限度

値 を考慮 し， さらに これに改善試験法を加えた

「家電 ・汎用品高調波抑制対策ガイ ドラ イ ン」が

通 産省公報 1994−9−30 及び通産省資源 エ ネ ル

ギー庁公益事業部長名の 書簡で 発行 され，その

後の改訂の ため の公報 （1997）（1999）及び書簡

（1997）（1999）（2000）を含め て 高調波抑制対策

が業界自主対応の方法で実施されて い る．

＊ IEC 　61000−3−2 第 1．2 版 1998−04 迄は，　 IEC

　 規格 との 整合 を検討済みで 日本の 同上の ガ イ ド

　ラ イ ン （初版一通産省公報 1994−9−30
， 修正 1一

　同 1997−10−13，修正 2一同 1999−10−15，修正

　3一通産省通達 2000 −12−19）に検討結果が反映さ

　れ て い るが IEC 　61000−3−2 の 第 2版並びに第

　2．1 版へ の整合， 第 3 版作成その 他の 関連規格

　の 作成状況 と内容を見定め つ つ 改め て再確認が

　行われ．， 日本の状況 を考慮 しなが ら ガイ ドライ

　 ンの 内容の 改善 と IEC との整合が進め られる，

＊ さ らに こ の ガイ ドラ イ ン の 内容 に よ る IEC

　 61000 −3−2 の フ ォ
ー

マ ッ トの JIS 化検討が進め

　 られる．

＊ こ の 家電 ・汎用品高調波抑制対策ガ イ ドライ ン

　 に 関する 審議は
，

IEC 　 SC77A の 審議 と共に

　 SC77A 国内委員会に て行われ て い る、

6　 日本に お ける高調波レ ベ ル と障害発生の 状況 ［13】

次に電気事業連合会が 2001 年 4 月 23 日に まとめ

て 2001 年 6 月の IEC 　 SC77A 国内委員会にお い て

広報 した高調波関連の資料を紹介する （電力会社へ の

報告 ・問い 合わせ に よ り把握され た範囲内の 集約結果

である）［13］．
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Fig．4　 The 　transition　as 　years　of　the　harmonic

voltage 　distortions　in　the　residential 　area ・

tso
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Fig．5　 Number 　of　trouble 　occurrences （black）
and 　number 　of 　individuals　involved　in　the 　trou −

bles（grey）as　years　from 　1990　to　1999．

Table　 3　 The　 itemized　 state 　of 七rouble 　occur −

rences 　in　1999．

　　　　  機器別障害発生台数

発生機器 台 数

（台）

構成比

（％ ）

調相設備ロンデンサ） 29 35

調相般　（リア外ル） 35 42

家　 ・汎用 晶 5 6

その 他 14 17

計 83 100

家電・汎 用

晶

斜

嗣相 設備CiJ
　 ア外ル）

　 42瓢

その 他

相設備（コ

ノデンサ冫

35S

Fig，6　 The　itemized　distribution　ratio 　of 　trou −

ble　occu 「「ences 　in　l999．

　Fig．4 は，住宅地 における高調波電圧 ひずみ率の

1994 年か ら 2000年 まで の 年度推移 を示す （監視点

に お ける最大値の最大 max と最大値の最小 min を

記載）．

　Fig．5は，年度ご との 障害発生件数 （黒塗 り）と障害

発生台数 （薄塗 り）で ある．

　Table　3 と Fig．6 は，1999 年度における機器別障

害発生状況である．

7　 まとめ

1．家電 ・汎用製品によ っ て発生する高調波電流が高

　調波問題に影響するの は
， 各製品か らの 高調波電

　 流の 重畳 による場合である．

2．家電 ・汎用製品から発生す る高調波電流の 重畳性

　 をオ館寸す るため
， 前記 3の 「高調波問題発生の要

　素」を調べ る．

　 ・入力電流波形とその位相の類似性 と安定性

　 ・機器の使用モ ードの 類似性 （同時使用性）

　 ・その製品の 使用密度

　 ・各製品か らの高調波発生比率

3．家電 ・汎用 製品の高調波電流発生の 抑制対策は，

　 個 々 の製品に設計段階か ら適用される．

　 しか し，技術 と費用低減の 進歩によ り各家屋 へ の

　 電力の 入力点で家屋か らの 発生対策 をする方法 も

　 今後可能性があろ う．

4 ．高調波の 影響を受 ける機器 ・装置 ・設備の 高調

　波に対する耐性 （イミュ ニ テ ィ）を高め る方法を，

　 技術 と費用低減の進歩を含め て 電力側で も実施さ

　 れ ることが望 ましい ．

5．電力系統自身の改善が今後望 まれる．

　 電力系統は
一
種の ネ ッ トワ

ー
クで あ り，端末機器

　 の 状況に よ りネ ッ トワ
ー

ク内部が影響 を受けた り，

　 端末機器 に特殊な特性を要求するの は
，

一般的に

　 言 っ て本来ネ ッ トワ
ーク の 品質が不良である こ と

　 を意味 して い る．
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